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特集１特集１ 特集２

アジアパシフィック協同組合
組合概要
　耕種農業を行う事業者により組織化。農産物の
生産に必要な種苗・農薬・肥料等の共同購買や、
組合員の生産する野菜の共同販売を実施する。将
来的には海外展開による販路拡大を目指し、諸外
国の事情等について調査研究を行う。
理 事 長　赤坂　晴久
組合員数　４人
所 在 地　板倉町
地　　区　群馬県、埼玉県、栃木県
出 資 金　100万円
事　　業　共同購買、共同販売、調査・研究、
　　　　　教育情報
設　　立　令和３年５月

異業種事業協同組合リンク
組合概要
　県内を中心とする異業種企業７社により組織
化。事務用品等の共同購買や、新たな事業分野へ
の進出に資する調査・研究、組合員の従業員教育
を実施し、組合員の経営の合理化を目指す。
理 事 長　丹羽　洋介
組合員数　７人
所 在 地　伊勢崎市

地　　区　群馬県、栃木県
出 資 金　300万円
事　　業　�共同購買、新分野進出に係る調査・研

究、外国人技能実習生共同受入、教育
情報

設　　立　令和３年８月

上野村特定地域づくり事業協同組合
組合概要
　令和２年６月に施行された「地域人口の急減に
対処するための特定地域づくり事業の推進に関す
る法律」による人材派遣、職業紹介、人材確保・
育成を実施すべく、村内の有力12事業者により
組織化。同法に基づき、上野村からの積極的な支
援を受け、村内事業者の人手確保等を組合で担う
ことにより、上野村地域における産業の維持・発
展を目指す。
理 事 長　黒澤　八郎
組合員数　12人
所 在 地　上野村
地　　区　上野村
出 資 金　12万円
事　　業　�労働者派遣、無料職業紹介、人材
　　　　　確保・育成
設　　立　令和３年11月

特集３ 特集４

　令和３年度に数多くの設立相談の中から法人化となった組合の概要を紹介
します。昨年度は経営の合理化を図る事業に加えて、外国人技能実習生の受
入れを目的とした設立がありました。
　また、「特定地域づくり事業協同組合制度」による組合が、県内で初めて
の設立となりました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～設立順・敬称略～

令和３年度新設組合紹介令和３年度新設組合紹介



【特定地域づくり事業協同組合制度】
Ｑ . 特定地域づくり事業協同組合制度ってなに？
🅰．地域人口が急減している地域において、農林水産業や商工業等の地域産業の担い手を確保するための労
働者派遣事業等を行う事業協同組合に対して財政的、制度的な支援を行うものです。
　この制度を活用することで、安定的な雇用環境と一定の給与水準を確保した職場を作り出し、地域内外の
若者等を呼び込むことができるようになるとともに、地域事業者の事業の維持・拡大を推進することができ
ます。

Ｑ．どのように活用するの？
A．事業協同組合の職員が、時期や時間帯を組み合わせて複数の組合員企業に派遣されることで、年間を通
じた仕事を創出します。

仕事の組合せ
(時期 )

仕事の組合せ
(時間帯 )
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産業協同組合
組合概要
　高齢者福祉・介護事業を行う事業者により組織
化。事業に必要なマスク等を組合で一括購入し、
組合員の仕入れコストの低減を図るとともに、組
合員の経営の安定・合理化や施設サービスの向上
につながる各種講習会を定期的に開催する。
理 事 長　藤井　理
組合員数　４人
所 在 地　渋川市
地　　区　前橋市、渋川市、みなかみ町
出 資 金　600万円
事　　業　�共同購買、外国人技能実習生受入、教

育情報
設　　立　令和４年１月

アイ・リンク協同組合
組合概要
　グループ企業13社により組織化。燃料やユニ
フォーム等の共同購買を行い、組合員の仕入れコ
ストの低減を図る。また、高速道路通行料金割引
納付事業として、組合員にＥＴＣコーポレート
カードを発行し、組合にて通行料金の回収・納付
を行うことで、組合員の高速道路の利用料金及び
事務負担の削減を図る。
理 事 長　石島　真也
組合員数　13人
所 在 地　太田市
地　　区　�群馬県、神奈川県、岐阜県、大阪府、

京都府、福岡県
出 資 金　130万円
事　　業　�共同購買、高速道路通行料金割引納付、

教育情報
設　　立　令和４年３月


